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令和７年第１回定例会（２月議会）予算及び付託議案審査関係資料（追加提案関係）

令和７年２月２１日
総 務 部

【予算関係】

財 政 課 令和６年度２月補正予算（令和７年２月２１日追加提案分）に関する説明資料 ・・ ３

【議案関係】

税 務 課 「秋田県県税条例及び秋田県県税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例案」
について（議案第１２１号） ・・ ６
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財 政 課

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算

（令和７年２月２１日追加提案分）に関する説明資料

（ 議 案 第 １ １ ９ 号 ）
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(単位：千円)

増 減 額

査定設計委託費等補助金 125,291 （ 0 → 125,291 ）衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査費

△ 60,959 （ 755,628 → 694,669 ）

電子処方箋活用・普及促進事業費 △ 18,432 （ 60,217 → 41,785 ）

財政調整基金繰入金 △ 169,814 （ 5,407,000 → 5,237,186 ）

機械類貸与資金貸付金元利収入 △ 71,000 （ 1,228,922 → 1,157,922 ）

現年発生土木災害復旧事業費 △ 125,300 （ 2,656,000 → 2,530,700 ）

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 （ 令 和 ７ 年 ２ 月 ２１ 日 追 加 提 案 分 ） 　　主 要 な 歳 入 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳 減　　　　額　　　　内　　　　訳

6
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

5 地 方 交 付 税

3 地 方 譲 与 税

4 地 方 特 例 交 付 金

7 分担金及び負担金

8 使用料及び手数料

9 国 庫 支 出 金 27,067

10 財 産 収 入

11 寄 附 金

1 県 税

2 地方消費税清算金

12 繰 入 金 △ 180,864

13 繰 越 金

14 諸 収 入 △ 81,212

654,210,989　→　653,827,280

15 県 債 △ 148,700

合　　　計 △ 383,709
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(単位：千円)

増 減 額 減　　　　額　　　　内　　　　訳

衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査費

△ 60,959 （ 755,628 → 694,669 ）

県税クラウドサービス導入事業 △ 42,968 （ 201,531 → 158,563 ）

秋田県心身障害者コロニー整備事業 △ 9,098 （ 31,858 → 22,760 ）

小規模法人のネットワーク化による協働推進事業

△ 5,000 （ 5,000 → 0 ）

電子処方箋活用・普及促進事業 △ 27,648 （ 90,327 → 62,679 ）

大気・水質等常時監視事業 △ 9,600 （ 160,342 → 150,742 ）

新規就農総合対策事業 △ 6,450 （ 352,130 → 345,680 ）

農地中間管理総合対策事業 △ 3,795 （ 577,648 → 573,853 ）

県単機械類貸与事業 △ 71,000 （ 1,232,722 → 1,161,722 ）

空港整備事業 △ 7,508 （ 613,300 → 605,792 ）

統合補助改修事業 △ 6,087 （ 980,700 → 974,613 ）

維持管理及び指定工事事業 △ 6,993 （ 472,268 → 465,275 ）

私立学校就学支援事業 △ 9,606 （ 578,254 → 568,648 ）

県立学校施設等総合管理計画推進事業 △ 7,606 （ 629,421 → 621,815 ）

公債費（公債諸費） △ 39,794 （ 322,436 → 282,642 ）

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 （ 令 和 ７ 年 ２ 月２１ 日 追 加 提 案 分 ）    主 要 な 目 的 別 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳

1 議 会 費

2 総 務 費 △ 144,180

4 衛 生 費 △ 46,264

5 労 働 費

6 農 林 水 産 業 費 △ 13,331

7 商 工 費 △ 78,350

8 土 木 費 △ 15,950

9 警 察 費 △ 8,033

教 育 費 △ 20,840

11 災 害 復 旧 費

654,210,989　→　653,827,280

3 民 生 費 △ 16,967

14 予 備 費

合　　　計 △ 383,709

12 公 債 費 △ 39,794

13 諸 支 出 金

10
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「秋田県県税条例及び秋田県県税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例案」について（議案第１２１号） 

 

税務課  

１ 改正理由 

  地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第 号）による地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）の一部改正に伴い不動産取得税の減額及び自動車税の環境性能割の課税標準の特例措置の

適用期限の延長を行う等の必要がある。 
 
２ 主な改正内容  

⑴  減額・特例措置の期限延長（附則第１６条、附則第１８条の１４関係） 

  次の措置の適用期限を令和９年３月３１日まで延長する。 

税目 制度概要 

不動産 

取得税 

サービス付き高齢者向け住宅用の土地の取得について、一定の額を減額する。 

宅地建物取引業者が既存住宅（及びその土地）を取得し、改修工事を行って個人に売却した

場合、宅地建物取引業者による建物・土地の取得について、それぞれ一定の額を減額する。 

自動車税 

環境性能割 

ノンステップバス等のバリアフリー性能を備えたバスやユニバーサルデザインタクシーに

ついて、取得価額からそれぞれ一定の額を控除する。 

歩行者検知機能付き衝突被害軽減ブレーキを備えたトラック・バス等について、取得価額か

ら一定の額を控除する。 

⑵ 軽油引取税の製造の承認を受ける義務の免除の特例（附則第１８条の８の２関係） 

   免税軽油を使用する特定の鉄軌道事業者が、鉄軌道用車両の燃料タンクにバイオディーゼル燃料等を給油し、 

当該車両の動力源に供するものとして軽油の製造を行った場合、製造の承認を受ける義務を免除する。 

⑶ その他 

その他所要の規定の整理を行うこととする。 
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３ 施行期日等 

  ⑴ この条例は、令和７年４月１日から施行することとする。 

  ⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとする。 
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